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上下水道部
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羽島市上下水道事業経営審議会

資料１

下水道使用料等の

適正水準の確保



2

【使用料改定の方針】

▶持続可能な事業経営のための資金確保

▶一般会計からの補てん額の解消

（基準外繰入金の解消）

▶早急な独立採算の達成
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◆使用料対象経費の分解・整理

【使用料体系の設定】

使用料対象経費

需要家費 固定費 変動費

使用者の存在により発生
する費用

下水道施設を適正に
維持していくために固
定的に必要な費用

汚水排除量に比例し
て増加する費用

≪具体的な経費≫

▶検針や使用料徴収に
要する経費

≪具体的な経費≫
▶資本費
減価償却費
資産維持費 等

▶人件費

≪具体的な経費≫

▶動力費
▶薬品費
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使用料対象経費

需要家費 固定費 変動費

▶従量使用料

各使用者の汚水排除量に応じて徴収
する使用料

●10㎥を超え1㎥当たりの使用料

▶基本使用料

汚水排除量に関係なく各使用者から
徴収する使用料

●10㎥までの使用料

全 部 全 部

◆使用料対象経費の配分

配 分
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●第1回審議会において、下水道事業の現況等を説
明し、早急に下水道使用料の適正化を図ることが
必要であるとのご意見をいただく

（※すべて税抜き金額）

2,150円/20㎥

3,000円/20㎥

◆使用料改定案

▶改定案の提示

現 行：基本料金 10㎥まで1,100円

従量料金 10㎥を超え1㎥毎に105円

改定案１：基本料金 10㎥まで1,530円

従量料金 10㎥を超え1㎥毎に147円
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▶基本料金

使用者に対する負担の公平性を考慮し設定する

▶基本水量

基本水量の廃止または減量は、従量料金が増加
し、大口使用者の過大な負担増となることから、
現行と同じとする

▶従量料金

累進制度は大口使用者に過大な負担がかかるた
め、負担の公平性から一律とする

◆使用者間の負担の公平性
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●使用料額150円/㎥とした場合

・高資本費対策に伴う普通交付税措置（※）の対象となる

※地理的条件や個別事情により、料金対象となる汚水資本費が高水準
となる事業に対して、一定水準の使用料徴収を前提に、資本費の一部
が交付税措置される

・対象となる事業

供用開始後30年未満の下水道事業（※羽島市は供用開始後21年）

・供用開始後25年目まで交付税算入率： 45％

・供用開始後26～29年目まで交付税算入率： 9％

▶普通交付税額は、R7～R12の6年間で約3億円

財政の『安定化対策』における財政見通しに大きく
影響

◆市の財政に及ぼす影響
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●使用料の適正化を図ると、改定率は約4割とな
り、市民生活への影響が大きくなるため、急激な
使用料増加の抑制を図る

▶改定案２

羽島市独自の減免措置（激変緩和措置）として、
水道基本料金８６０円／月を1年間、減免する

▶改定案３

羽島市独自の減免措置（激変緩和措置）として、
水道基本料金８６０円／月の半額（430円／月）を
２年間、減免する

◆使用料の減免措置
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現 行 改 定 案 １ 改定率 改 定 案 ２ 改定率 改 定 案 ３ 改定率

基本料金 １０㎥まで １，１００円 基本料金 １０㎥まで １，５３０円

３９．５%

基本料金 １０㎥まで １，５３０円

▲０．５%

基本料金 １０㎥まで １，５３０円

１９．５%

従量料金
１０㎥を超え１㎥
当たり

１０５円 従量料金
１０㎥を超え１㎥
当たり

１４７円 従量料金
１０㎥を超え１㎥
当たり

１４７円 従量料金
１０㎥を超え１㎥
当たり

１４７円

２０㎥当たり ２，１５０円 ２０㎥当たり ３，０００円 ２０㎥当たり ２，１４０円 ２０㎥当たり ２，５７０円

改定率 減免額 減免額

１０㎥まで １，１００円 １０㎥まで １，５３０円 ３９．１% １０㎥まで ６７０円 ▲８６０ １０㎥まで １，１００円 ▲４３０

２０㎥ ２，１５０円 ２０㎥ ３，０００円 ３９．５% ２０㎥ ２，１４０円 ▲８６０ ２０㎥ ２，５７０円 ▲４３０

３０㎥ ３，２００円 ３０㎥ ４，４７０円 ３９．７% ３０㎥ ３，６１０円 ▲８６０ ３０㎥ ４，０４０円 ▲４３０

４０㎥ ４，２５０円 ４０㎥ ５，９４０円 ３９．８% ４０㎥ ５，０８０円 ▲８６０ ４０㎥ ５，５１０円 ▲４３０

５０㎥ ５，３００円 ５０㎥ ７，４１０円 ３９．８% ５０㎥ ６，５５０円 ▲８６０ ５０㎥ ６，９８０円 ▲４３０

６０㎥ ６，３５０円 ６０㎥ ８，８８０円 ３９．８% ６０㎥ ８，２３０円 ▲860 ６０㎥ ８，４５０円 ▲４３０

７０㎥ ７，４００円 ７０㎥ １０，３５０円 ３９．９% ７０㎥ ９，４９０円 ▲８６０ ７０㎥ ９，９２０円 ▲４３０

８０㎥ ８，４５０円 ８０㎥ １１，８２０円 ３９．９% ８０㎥ １０，９６０円 ▲８６０ ８０㎥ １１，３９０円 ▲４３０

９０㎥ ９，５００円 ９０㎥ １３，２９０円 ３９．９% ９０㎥ １２，４３０円 ▲８６０ ９０㎥ １２，８６０円 ▲４３０

１００㎥ １０，５５０円 １００㎥ １４，７６０円 ３９．９% １００㎥ １３，９００円 ▲８６０ １００㎥ １４，３３０円 ▲４３０

◆使用料改定案の比較一覧

(※すべて税抜き金額）
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現 行 改定案１ 改定案２ 改定案３

一人暮らしの方
１０㎥まで

１，１００円
１，５３０円
３９．１％

６７０円
▲３９．１％

１，１００円
０．０％

標準的なご家庭
２０㎥
（２～３人）

２，１５０円
３，０００円
３９．５％

２，１４０円
▲０．５％

２，５７０円
１９．５％

世帯人数の多い
ご家庭 ３０㎥
（４～５人）

３，２００円
４，４７０円
３９．７％

３，６１０円
１２．８％

４，０４０円
２６．３％

◆使用水量の目安と改定率

過度な市民負担を考慮し、改定案３で検討

※減免期間：1年間 ※減免期間：２年間
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※当市の使用水量は、約6割が100㎥未満の使用者

◆使用水量の内訳（R2年度実績）
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【下水道使用料の比較】
県内市下水道使用料比較（一般家庭用：１ヶ月２０㎥使用）
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【その他の使用料金】

◆合併処理浄化槽

約4,000円／月の維持管理費を負担

（清掃、保守点検、法定検査等）

◆水道料金(H3１～R8を算定期間とし算定）

平成3１年4月から料金改定

・基本料金 10㎥まで860円

・超過料金 10㎥を超え1㎥につき95円

➡ 20㎥当たり1,810円／月
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【受益者負担金報奨金制度】

●下水道施設は、公園や道路のように不特定多数
の人々が利用できるものと異なり、下水道が整備
された限られた区域の人しか利用できない

整備されていない区域と比べ、土地の利用価値
の増加や生活環境の向上という利益を受ける

⇒下水道整備により利益を受ける人々に、土地の面
積に応じて建設費の一部を負担していただくのが、
受益者負担金

◆受益者負担金とは
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●受益者負担金は、5年分割(年4回で全20回）
で納めていただく。第1期の納期に当該年度以降の
納期にかかる1年度分または、当該年度以降にかか
る全納期に相当する納付額を一括して納付できる

▶一括納付報奨金を支給（割引率）

・5年分を一括納付 13.5％

・4年分を一括納付 10.6％

・3年分を一括納付 7.6％

・2年分を一括納付 4.6％

・1年分を一括納付 1.6％

◆受益者負担金報奨金制度のあり方
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◆受益者負担金報奨金制度

受益者負担金納付額の約9割が一括納付であり、
そのうち5年一括が大半を占めている。収納率は
約９７％で、制度が収納率向上に寄与している

現在の第2期事業区域を整備する間は、市
民の間での不平等を避けるため、報奨金制
度を継続する

※ただし、新たな事業区域を設定する際に
は、報奨金制度を廃止することとする
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●排水設備検査とは、民地内の排水設備が適切
に完了しているかを職員が現地確認するもの

過去3年間の検査実績：年平均309件

（R2年：286件、R元年：323件、H30年：319件）

【排水設備検査手数料の徴収】

●県内他市の状況（7市で検査手数料徴収）
岐阜市5,000円、大垣市400円、多治見市1,000円、
関市1,000円、中津川市1,000円、恵那市1,000円、
下呂市2,000円

●水道事業では実施済み：検査手数料500円

⇒検査手数料として新たに500円／件を徴収
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【次回の審議会（２月予定）】

◆次回審議会の予定項目

▶下水道使用料等の適正水準の確保

に関する答申をいただく予定



スイスイ

ご清聴ありがとうございました
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